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要　約

グローバルサプライ
チェーンを俯瞰する
～ 75 カ国・地域の役割から見る日本の姿～

経済調査部　エコノミスト　岸川 和馬

グローバル・サプライチェーン（ＧＳＣ）が複雑化する中で、米国の関
税政策による世界経済への影響などの不透明感が増している。本稿では日
本を取り巻くＧＳＣを俯瞰することで、こうした経済ショックが日本に波
及する経路や、日本の対外進出における課題について検討する。

日本から見た 75 カ国・地域の経済的機能をマクロ統計で評価し、ＧＳ
Ｃを整理したところ、日本の「生産拠点」や「市場」は先進国やアジア圏に、

「流通拠点」は税制優遇が手厚い導管国に、「サプライヤー」は環太平洋地
域に集中する傾向が見て取れた。同時に、日本は多くの「友好国」の経済
的機能を活用できていないことが分かった。経済効率性を追求する過程で

「友好国」への事業展開が遅れ、ＧＳＣの安定性が損なわれてきたことが示
唆される。

日本のサプライチェーンのリスク耐性を「平均波及工程数（ＡＰＬ）」（Ｇ
ＳＣの長さの指標）や「世界不確実性指数」によって評価したところ、日
本はＧＳＣ上の調達面、販売面ともに不安定性が大きいことが分かった。
サプライチェーンの一部を国内に回帰させたり、欧州を中心とした「友好
国」をＧＳＣに組み込んだりすることが今後の課題といえよう。

はじめに
１章　日本から見た各国・地域の経済的機能
２章　日本のサプライチェーンのリスク耐性
３章　効率性とリスク耐性の両立に向けた日本の戦略
おわりに
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はじめに
2025 年１月、米国ではトランプ政権が誕生し、

様々な関税措置を立て続けに発動した。各種関税
の引き上げ幅は非常に大きく、これに伴うグロー
バルサプライチェーン（ＧＳＣ）の混乱や世界経
済への悪影響が懸念されている。

ＧＳＣが複雑に絡み合っている現状を踏まえれ
ば、関税政策などによる経済への影響は注意深く
みる必要がある。例えば第一次トランプ政権下で
は、対中関税政策の影響で中国の対米輸出が減少
する一方、ベトナムが代替需要を取り込んで対米
輸出シェアを伸ばした。だが、その主体はベトナ
ムを輸出拠点として活動する韓国企業などだった
可能性が指摘されている 1。

また本稿執筆時点で、第二次トランプ政権は中
国やカナダ、メキシコなどに対する関税引き上げ
を実施した。直観的にはこの３カ国への経済的な
影響が比較的大きいと思えるが、実際には中国を
経由して米国に多額の付加価値を輸出する日本や
韓国、台湾、オーストラリア等への影響も相当に
大きいだろう。

こうした例を踏まえれば、経済的なショックに
よる日本への影響や対外進出における課題を考察
する上では、前提となるＧＳＣの実態を捉えるこ
とが重要と考えられる。そこで本稿では、貿易や
海外直接投資（ＦＤＩ）に関する各種マクロ統計
を用いることで日本を取り巻くＧＳＣを俯瞰し、
日本が抱える課題の抽出などを行う。

１章では、75 カ国・地域の日本から見た経済
的機能を「生産拠点」「流通拠点」「市場」「サプ
ライヤー」の４つの観点から評価し、日本を中

1）日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）アジア経済研究所「トランプ 1.0 における関税戦争の貿易に対する影響を振り
返る」（2024 年５月）などを参照。

心としたＧＳＣの現状を整理する。また主要産業
別に同様の整理を行い、各産業の主なサプライ
チェーンの展開先を概観したり、リスクの所在を
検討したりする。

２章では、日本のサプライチェーン全体のリス
ク耐性を評価する。サプライチェーンを上流と下
流に分けてその安定性や複雑性を測定し、外的
ショックに対する備えの進捗や今後の課題を検討
する。

先に本稿の結論を述べると、日本はアジア圏を
中心とする近隣諸国・地域や先進国のほか、税制
優遇が手厚い導管国などでＧＳＣを展開する一
方、欧州を中心とする「友好国」（輸出貿易管理
令の別表第３に指定される国、いわゆる『グルー
プＡ』）の経済的機能を十分に活用できていない。

他方、日本はＧＳＣ上で政治的・経済的に不安
定な国・地域への依存度が高い。リスク耐性の評
価指標を見ると日本が世界平均を下回る項目が多
く、ＧＳＣの上流（調達）側と下流（販路）側が
ともに外的ショックに弱いことが分かった。ＧＳ
Ｃの効率化が進む一方で欧州などの「友好国」を
活用したリスク耐性の強化が遅れ、両者のバラン
スが偏ってきたことが示唆される。

欧州全体でみれば、日本の海外現地法人の収益
率は米国やアジア諸国・地域のそれに見劣りしな
い。グリーン化対応の遅れなどによって欧州域内
の需要に対応できていない点などがボトルネック
になっているとみられる。こうした課題を解決す
ることでサプライチェーンの効率性と安定性の両
面を改善できる可能性がある。
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１章　日本から見た各国・地域の
経済的機能

１．他国・地域が果たす４つの役割
日本企業はＧＳＣ上で生産や販売、調達などを

行っており、ＧＳＣにおける他国・地域の活用経
路は多岐にわたる。具体的には、企業は海外市場
に向けた輸出のほか、海外現地法人を設立して現
地で生産活動を行ったり、周辺地域への販売活動
などの足掛かりとして流通拠点を置いたりしてい
る。また輸出やＦＤＩを通じて海外にアクセスす
るのみならず、原材料などの輸入や業務の外注（ア
ウトソーシング）を通じて海外のサプライヤーか
ら中間投入を調達し、国内の経済活動に利用して
いる。

これらを整理すると、日本から見た各国・地域
の主な機能は「生産拠点」「流通拠点」「市場」「サ
プライヤー」の４つに大別でき、各国・地域が複
数の機能を重複してもつことも考えられる。本章
ではこの４分類の定義や特徴を整理し、日本から
見た各国・地域の経済的機能を分類する。

４分類の特徴や定義をまとめた概念図が図表１
だ。「生産拠点」は、日本企業が現地法人を設立
して生産活動を行うことで割安な労働力などを活
用したり、現地のインフラや調達網などを利用し

たりするための拠点と想定した。
また「流通拠点」は、関税や法人税などの負担

軽減のほか、各地域で事業を展開するための拠点
と定義した。日本からの財・サービス輸出の中継
地点としての機能をもつため、直接的な輸出が多
くなりやすいと考えられる。税負担を抑制（いわ
ゆるタックス・ヘイブンとして活用）できる国・
地域や、最終需要地との間で自由貿易協定（ＦＴ
Ａ）を結んでいる国・地域などを想定している。
「市場」は、日本企業から見た最終的な需要地

と定義した。この点、日本からの直接的な輸出額
が多い国・地域だからといって「市場」とみなせ
るとは限らない点には留意が必要だ。

日本からの輸出額が大きい仕向け先には、経済
規模が大きい先進国・地域のみならず、マレーシ
アやベトナムといったアジア新興国も含まれる。
だが経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が公表する付
加価値貿易（ＴｉＶＡ）を見ると、日本からマ
レーシアやベトナムの最終需要向けの輸出額は貿
易統計上の輸出総額を大幅に下回る。これは、両
国があくまでもサプライチェーン上の経由地であ
り、最終需要地ではないことを示唆する。日本の
付加価値創出の動向を左右する「市場」は、日本
からの輸出総額が多い国よりも、サプライチェー
ンの終点である最終需要向けの付加価値輸出が多

図表１　日本から見た各国・地域の機能分類の概念図
日本からの輸出 日本からの直接投資

定義直接輸出
が多い

中間投入
が多い

最終需要
向けが多い

投資額
が多い

現地向け
販売中心

生産拠点 ○ ○ 生産コストの節約等を目的とした拠点

流通拠点 ○ ○ 関税・租税回避等を目的とした中継拠点

市場 ○ ○ 日本の付加価値創出に影響を与えやすい

サプライヤー （「前方参加度指数」が高い） サプライチェーン上で日本の上流に位置
（出所）大和総研作成
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い国・地域と定義すべきだろう。
最後に「サプライヤー」は、サプライチェーン

上で日本の上流に位置する性質が強い国・地域と
定義した。日本は各国・地域との間で幅広い原材
料や中間投入、最終財・サービスなどを取引して
いるが、その中でも日本への中間投入額が多い国・
地域が日本にとって「サプライヤー」の機能を果
たしていると考えられる。

次節からはこの４分類の特徴をマクロ統計から
捉え、主要 75 カ国・地域の経済的機能を分類する。

２．「生産拠点」と「流通拠点」の特徴

１）生産拠点の特徴は日本からの中間投入調
達の多さ

はじめに、「生産拠点」や「流通拠点」といっ
た海外拠点機能を果たす国・地域を特定する。こ

2）図表２右のうち、ＡＳＥＡＮ 10 では日本向けの販売比率が相対的に高い。人件費の低さや日本との地理的距離
の近さを背景に、日本企業が国内向け製品を現地で生産して日本に逆輸入するための工場の機能をもっていること
が窺える。

れらの国・地域では、日本企業が生産や販売活動
などを行うために海外現地法人（子会社など）を
設立するケースが多く、マクロ統計上では日本か
らの直接投資額が大きくなりやすい。

このうち「生産拠点」の特徴については、海外
現地法人の事業活動の動向を捉えた「海外事業活
動基本調査」から観察できる。同統計から海外現
地法人の仕入先と販売先の内訳を見たものが図表
２だ。

仕入面では、現地調達や日本からの調達が全体
の大部分を占める地域が多い。他方で販売面では、
現地向けや第三国・地域向けが中心だ。「生産拠
点」の特徴として、現地調達・現地販売のみなら
ず、日本からの調達や第三国・地域向けの販売も
多い点が指摘できる 2。

このうち日本からの調達については、ＯＥＣＤ

図表２　日本の海外現地法人の仕入先（左）と販売先（右）の内訳
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（注）2022 年度の値。ＡＳＥＡＮ10 は東南アジア諸国連合に加盟するカンボジア、ラオス、ミャンマー、タイ、ベトナム、ブルネイ、イ
ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポールの 10カ国。

（出所）経済産業省より大和総研作成
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が公表する付加価値貿易のデータを用いて直接的
に観測できる。日本からの財やサービスの中間投
入額が多く、かつ前述したように日本からの直接
投資が多い国を「生産拠点」とみなすことができ
よう。

２）「導管国」が流通拠点の中心に
「流通拠点」は、日本企業が租税を回避したり、

最終需要地にアクセスしたりするための中継地点
としての機能をもつ。日本からの輸出が「流通拠
点」に届いた後、高付加価値を付与されることな
く最終需要地に再輸出される場合が比較的多いと
考えられる。マクロ統計に置き換えれば、日本か
ら「流通拠点」への輸出額が多い一方、付加価値
輸出額で見た「流通拠点」における最終需要向け
の輸出が相対的に少ないという特徴が想定され
る。

以上の「生産拠点」と「流通拠点」の特徴をマ
クロ統計によって整理したものが図表３だ。縦軸
は日本からの中間投入輸出額、横軸は日本からの
輸出総額と最終需要向け付加価値輸出額の比率、

バブルサイズは日本からの直接投資額（純、フ
ロー）をそれぞれ示している。
「生産拠点」の条件を満たすのは、比較的上方

に位置していてバブルが大きい中国や米国、英国、
ドイツ、韓国などだ。図表２で確認したように、「生
産拠点」では日本からの中間投入輸出が多いため、
地理的に近いアジア圏が「生産拠点」になりやす
いようだ。また海外現地法人の現地向け販売比率
が高いこともあり、経済規模が大きい先進国も散
見される。

他方で「流通拠点」の条件を満たすのは、アジ
ア新興国・地域やメキシコといった一大市場の周
辺地域のほか、ルクセンブルクやアイルランド、
シンガポール、オランダなど、現地法人が税制面
で有利な条件を享受しやすい国々だ。これらの国・
地域は、周辺地域へ販売網を展開する際のパイプ
の役割を果たすことから「導管国」と呼ばれる。

またアジアでは、ベトナムやタイなど、メコン
経済圏（東南アジアのメコン川流域に広がる経済
圏）の経済回廊の役割を担う国が「流通拠点」の
機能をもっている。物流インフラの整備が遅れて

図表３　日本から見た各国・地域の拠点機能
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（注）2017～ 2019年の平均値。バブルサイズは 2014～ 2019年平均の日本からの直接投資額（純、フロー）。太枠線のバブルは導管国。
各輸出額は財・サービスの合計。

（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成
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いる東南アジアにおいて、日本企業が周辺市場へ
アクセスする際の導管国として機能しているよう
だ。

３．日本から見た海外の「市場」機能

続いて、日本から見た各国・地域の「市場」機
能を検討する。１節で述べたように、「市場」は
日本の付加価値の創出に影響を与えやすい国・地
域と定義した。

そこで日本から各国・地域の最終需要向けの付
加価値輸出額を見ると、米国と中国の需要が突出
して大きい（図表４）。また経済規模が大きい先
進国や、日本とＦＴＡを締結している国・地域が
多い環太平洋地域向けも目立つ。ＦＴＡの存在が
市場の開拓を促進したことが示唆される。

さらに、付加価値輸出を消費需要向けと投資（固
定資本形成）需要向けに分けて見ると、米国やド
イツ、英国といった先進国においては消費需要向
けの割合が高い一方、中国や韓国などのアジア圏

では投資需要向けが中心だ。
このため、業種によって「市場」機能を果たす

国・地域が大きく異なる可能性には注意が必要だ。
例えば、消費需要向けの付加価値輸出が多い化学
製品や輸送用機械、卸売・小売業、情報サービス
業、金融サービス業などの輸出は、先進国の景気
動向に左右される傾向が強いと考えられる。他方
で金属製品や一般機械、電気機械といった資本財
の生産に関わる産業のほか、工場建設を手掛ける
建設業などでは、主にアジア新興国・地域が「市
場」の機能を果たしているとみられる。

４．各国・地域の「サプライヤー」機能

最後に、日本から見た各国・地域の「サプライ
ヤー」としての機能を確認する。図表１で示した
ように、「サプライヤー」はＧＳＣ上で日本より
も上流に位置する（日本に多くの中間投入を供給
している）国・地域と定義した。

これを特定するために有用なのが、ＧＳＣ上の

図表４　日本から各国・地域の最終需要に向けた付加価値輸出額

（注）2017～ 2019年の平均値。
（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成

0

400

800

1,200

1,600

米
国
中
国
韓
国
台
湾
ド
イ
ツ

イ
ン
ド

タ
イ
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

英
国
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

フ
ラ
ン
ス

カ
ナ
ダ

メ
キ
シ
コ

フ
ィ
リ
ピ
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

オ
ラ
ン
ダ

ロ
シ
ア

香
港
マ
レ
ー
シ
ア

ベ
ト
ナ
ム

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

イ
タ
リ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

ス
ペ
イ
ン

ベ
ル
ギ
ー

ト
ル
コ

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ス
イ
ス

ポ
ー
ラ
ン
ド

南
ア
フ
リ
カ

消費

固定資本形成

その他

（億ドル）

最終需要向け付加価値輸出
（世界平均）



10 大和総研調査季報　2025 年 春季号 Vol.58

各国・地域間の連関の強さを測る指標としてＯＥ
ＣＤが定義した「前方（後方）参加度指数」だ。

前方参加度指数は、他国・地域の輸出に中間投
入として含まれる自国・地域由来の付加価値を、
自国・地域の輸出総額で割った比率だ。この値が
高ければ、他国・地域の輸出活動における自国・
地域の付加価値の貢献が大きいことを意味する。

また後方参加度指数は、自国・地域の輸出に中
間投入として含まれる他国・地域由来の付加価値
を、自国・地域の輸出総額で割ったものだ。両指
数を用いることで、各国・地域が日本にとって「サ
プライヤー」なのか、あるいは日本が中間投入の
供給を担っているのかという構造を明らかにでき
る。

日本を基準に各国・地域の前方（後方）参加度
指数を示したものが図表５だ。日本から見た代表
的な「サプライヤー」は、サウジアラビアやロシ
アといった産油国のほか、日本に鉱物などを供給

しているチリや南アフリカなどである。またアジ
ア圏のほとんどの国・地域では、前方・後方参加
度指数がともに世界平均を上回っており、日本と
の間で双方向に活発なＧＳＣを形成していること
が見て取れる。対照的に、図表５上で灰色のバブ
ルで示した欧州を見ると、ロシア以外で「サプラ
イヤー」の機能が強い国はない。

５．日本から見た各国・地域の経済的機
能

１）アジア圏の高中所得以上の国・地域にお
ける経済的役割が大きい

２～４節では、各国・地域の「生産拠点」、「流
通拠点」、「市場」、「サプライヤー」の４機能につ
いて評価した。これらを基に、主要 75 カ国・地
域の日本から見た経済的機能をまとめたものが図
表６だ。

図表６を俯瞰すると、とりわけアジア圏が多く

図表５　日本と各国・地域の前方連関と後方連関
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韓国

台湾
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シンガポール
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（注）バブルサイズは 2019年の日本との貿易総額で、灰色のバブルは欧州を示す。前方（後方）参加度指数は 2020年の値。
前方参加度指数＝（日本の総輸出における各国・地域由来の付加価値）/（各国・地域の総輸出）
後方参加度指数＝（各国・地域の総輸出における日本由来の付加価値）/（各国・地域の総輸出）

（出所）ＯＥＣＤより大和総研作成
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の経済的機能を担っている。特に中国、韓国、台
湾、インドネシア、シンガポール、タイは全４機
能を担っており、ＧＳＣを形成する上で多くの日
本企業にとって最も重要な国・地域といえる。こ
れらの共通項は、アジア圏かつ「高中所得」以上

（世界銀行の分類による）という点だ。すなわち、
日本から見て地理的な利便性が高く、人材の質や
市場規模、事業活動に要するインフラなどが整っ
ているといった優位性があろう。

3）日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）「産業競争力の強化に向けて（カンボジア、ラオス、ミャンマー）」（2018 年 3
月 15 日）

他方、左記に比べて所得が低いベトナムやマ
レーシアは「市場」に分類されない。また、フィ
リピンは他の東南アジア主要国に比べてインフラ
整備が遅れており「生産拠点」機能が弱い。そし
てラオスやカンボジア、ミャンマーでは、ＧＳＣ
上の機能が少ない。日本貿易振興機構（ＪＥＴＲ
Ｏ）によれば、同３カ国への日本企業の進出が進
まない理由として、人材調達の難しさや未整備の
インフラが挙げられるという 3。日本政府がイニシ

図表６　日本から見た主要 75カ国・地域の経済的機能

（注）下線は輸出貿易管理令の別表第３の指定国（いわゆる『グループＡ』）。
以下の指標が世界平均を上回る国を各区分に分類。
「生産拠点」：日本からの中間財・サービス輸出額
「流通拠点」：日本からの輸出総額を日本からの付加価値輸出額で割った値
「市場」：最終需要における日本からの付加価値額
「サプライヤー」：日本の前方参加度指数

（出所）経済産業省、ＯＥＣＤより大和総研作成
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アチブを取ることで同国の経済連携への包摂や開
発協力を進め、事業環境の整備を支援することな
どが期待される。

アジア以外の地域に目を向けると、米国や欧州
主要国などの先進国が「流通拠点」に分類されな
い点が目立つ。すなわち、日本から先進国に輸出
された製品は現地で販売されるか、現地で比較的
高い付加価値が加えられて第三国へ再輸出され
る、というＧＳＣの構造が示唆される。

また「サプライヤー」に注目すると、アジアや
オセアニア、中南米などの環太平洋地域に分布す
る国・地域が目立つ。他の３分類と異なり、「サ
プライヤー」以外の機能をもたない国が多い点が
特徴的だ。したがって日本を取り巻くＧＳＣの姿
を大まかに捉えると、日本は環太平洋地域から中
間投入の多くを調達し、先進国や「高中所得」以
上のアジア圏に製品を販売するという構造が示唆
される。

なお、「サプライヤー」の中には政治的・経済
的な安定性が乏しい国・地域が散見される点には
注意が必要だ。こうした地域はＧＳＣ上のチョー
クポイント（弱点）になりやすいため、代替調達
先の確保などの備えを進めてリスク耐性を高めて
おくことが重要だろう。日本のサプライチェーン
のリスク耐性については第２章で検討する。

２）欧州を中心とした「友好国」群の活用が
今後の課題に

続いて、４機能のいずれももたない「未開拓」
の国々に目を向けると、欧州やアフリカに属する
地域が目立つ。特に欧州では、イタリアのように
経済規模が大きい国であっても「市場」などに分

4）図表６の分類には図表３～５で示した 2020 年以前のデータを用いたため、2019 年２月に発効した「日ＥＵ経
済連携協定（ＥＰＡ）」による広範な関税引き下げなどの影響が一部含まれない可能性がある。

類できず、開拓の余地が大きい可能性が示唆され
る 4。

また図表６で下線を付した国は、日本の輸出管
理規制の適用が免除されやすい「友好国」だが、
欧州の「友好国」の多くは「未開拓」に分類され
る。ＧＳＣにおける信頼度が高いにもかかわらず、
実際にはその経済的機能を十分に活用できていな
いようだ。

企業が経済効率性を高めるためにアジアなどの
新興国・地域で事業を展開する過程で、ＧＳＣの
効率性とリスク耐性とのトレードオフが発生して
きた可能性が示唆される。

６．主要業種別に見た各国・地域の経済
的機能

最後に、各国・地域の４機能について主要業種
別に確認する。食料品、化学、金属・同製品、一
般機械、電気機械、輸送用機械、サービス（卸売・
小売、運輸・郵便、宿泊・飲食）、サービス（情
報通信、金融、業務支援）について、４機能が高
い上位３カ国を示したものが図表７だ。
「生産拠点」は、ほとんどの産業で米国、中国、

韓国、台湾が上位を占める一方、サービス（情報
通信、金融、業務支援）はタックス・ヘイブンに
事業拠点を置く傾向が強い。
「流通拠点」は産業によってばらつきがあるも

のの、多くの産業はアジア圏を事業展開の足掛か
りとしているようだ。他方、輸送用機械は東欧の
小国に流通拠点を置く傾向が見られる。自動車工
業が盛んなことに加え、人件費の安さや欧州主要
国市場へのアクセスの良さ、整備されたインフラ
などの好条件が揃っていることが背景にあろう。
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図表７　日本から見た経済的機能が高い上位３カ国・地域（業種別）
食料品

生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー
1位 中国 ベトナム 米国 中国 中国

2位 米国 エジプト 中国 米国 サウジアラビア

3位 韓国 ナイジェリア 台湾 韓国 ブラジル

化学
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 中国 台湾 米国 中国 サウジアラビア

2位 韓国 韓国 中国 米国 中国

3位 台湾 ベトナム 韓国 韓国 インドネシア

金属・同製品
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 中国 タイ 米国 中国 中国

2位 タイ 台湾 中国 米国 サウジアラビア

3位 韓国 ベトナム 韓国 韓国 ブラジル

一般機械
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 中国 ルクセンブルク 米国 中国 中国

2位 米国 ハンガリー 中国 米国 サウジアラビア

3位 韓国 タイ 韓国 韓国 韓国

電気機械
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 中国 台湾 米国 中国 中国

2位 台湾 マレーシア 中国 米国 サウジアラビア

3位 韓国 ベトナム 韓国 韓国 韓国

輸送機械
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 米国 スロバキア 米国 米国 中国

2位 中国 ハンガリー 中国 中国 サウジアラビア

3位 ロシア チェコ カナダ オーストラリア 韓国

サービス（卸売・小売、運輸・郵便、飲食・宿泊）
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 中国 シンガポール 米国 中国 サウジアラビア

2位 米国 台湾 中国 米国 中国

3位 韓国 ベトナム 韓国 韓国 韓国

サービス（情報通信、金融、業務支援）
生産拠点 流通拠点 市場（最終消費） 市場（設備投資） サプライヤー

1位 シンガポール ルクセンブルク 米国 中国 中国

2位 アイルランド アイルランド 中国 米国 サウジアラビア

3位 オランダ シンガポール 英国 シンガポール 韓国

（注）棒グラフは各分類に用いた指標を示す。内訳は図表６の注を参照。
（出所）経済産業省、ＯＥＣＤより大和総研作成
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「市場」機能については、全産業で米中が１、
２位を占める上に両国への偏りが大きい。トラン
プ関税の影響で２大国の景気が減速すれば、業種
を問わず大きな打撃となる可能性が示唆される。

最後に「サプライヤー」では、中国に加えて産
油国であるサウジアラビアが上位に位置してい
る。製造業のみならず、非製造業も直接的・間接
的に原油価格の高騰などの影響を受けやすい構造
だ。

トピック：「トランプ関税」によるメキシコなど
の機能低下に注意

2025 年３月４日に、トランプ政権はカナダと
メキシコに対して 25％の関税を賦課した。カナ
ダとメキシコの現地法人が生産した米国向け製品

の収益性や価格競争力が削がれることで、両国の
「生産拠点」機能が低下することが懸念される。

また図表６を見ると、メキシコは「流通拠点」
としての機能も併せもつ。日本企業が米国市場へ
アクセスする際に、メキシコを経由することで「米
国・メキシコ・カナダ協定（ＵＳＭＣＡ）」を利
用し、関税負担を軽減することができるためであ
ろう。この点、本稿執筆時点ではＵＳＭＣＡの原
産地規則を満たす品目は追加関税措置の対象外と
なっている。だが、仮に課税対象がＵＳＭＣＡの
対象品目にまで拡大した場合、メキシコの「流通
拠点」としての機能が大幅に低下するおそれがあ
る。
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２章　日本のサプライチェーンの
リスク耐性

１．サプライチェーンにおける「不確実性」
と「複雑性」

１章では主要 75 カ国・地域の経済的機能を確
認した。日本を取り巻くＧＳＣの課題として、政
治的・経済的に不安定な「サプライヤー」が散見
される点や、信頼できる「友好国」の活用が進ん
でいないことなど、サプライチェーンの安定性に
関わる点が目立った。そこで２章では、日本を中
心としたＧＳＣのリスク耐性を評価することで更
なる課題の抽出を目指す。

本章の結論を先取りしたものが図表８だ。サプ
ライチェーンのリスク耐性を、日本から見た上流

（調達面、サプライチェーンの「前方」と表現する）
と下流（販売面、同「後方」と表現する）に分け、
取引相手国・地域の安定性や日本の生産構造の複
雑性などから評価した。

これによれば、サプライチェーンの調達面の脆
弱性は高く、資源の安定調達などにおける課題は
依然として大きい。また販売面においても取引相
手の不安定性が高く、出荷先における経済活動の
停止などのリスクにさらされやすいことが示唆さ
れた。

生産構造の複雑性の観点から見ると、後述する

ように日本の輸出製品は複雑性が高く模倣されに
くい一方、複雑であるがゆえにサプライチェーン
上でより多くのリスク要因を抱えると考えられ
る。さらに詳細な指標を用いてサプライチェーン
の「長さ」や「複雑性」を測ったところ、日本の
上流と下流の双方において複雑性（脆弱性）が高
いことが示された。

２．日本がＧＳＣ上で直面する不確実性

はじめに、日本の取引相手国・地域の不確実性
の高さと、ＧＳＣの上流・下流における日本の対
外依存度を基に、日本企業がＧＳＣ上で直面する
平均的な不確実性の高さを測定する。

各国・地域のＧＳＣ上の不確実性を示したもの
が図表９だ。World Uncertainty Index が公表
する 2017 ～ 2019 年の各国・地域の政治的・経
済的な不確実性の指標「世界不確実性指数」を、
前掲図表５で取り上げた各国・地域の相手別の前
方（後方）参加度指数で加重平均した。これはＧ
ＳＣの上流（下流）におけるリスクの大きさに相
当する指数と捉えることができ、本稿では「前方（後
方）不確実性」と呼ぶ。なお、「世界不確実性指数」
は振れを伴うことから、集計時期によって前方（後
方）不確実性も変動する点には注意が必要だ。

図表９を見ると、日本は横軸で示した前方不確
実性（調達面のリスク）が世界平均を上回る。図

表６で確認したように「サプライ
ヤー」の多くを新興国が占めるこ
ともあって、比較的不安定な調達
元に依存していることが背景にあ
る。

また、縦軸で示した販売面のリ
スクも世界平均より明確に高い。
１章で確認したように、日本から

図表８　日本のサプライチェーンにおけるリスク耐性の評価
サプライチェーン上のリスク要因

政治的・経済的 
不確実性

輸出製品の 
複雑性

生産工程の 
複雑性

中間投入の調達面（『前方』） ×
×

×
対外販売・供給面（『後方』） × ×

（対応する図表） （図表９） （図表10） （図表11）
（注）「×」印は各評価指標で日本が他国・地域の平均値を下回ることを示す。
（出所）各種統計より大和総研作成
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見た主な最終需要地は先進国や「高中所得」以上
のアジアなどの安定した国・地域だ。だが、日本
からの輸出が最終需要地に届くまでの間にＧＳＣ
上で不安定な新興国・地域を多く経由することで、
下流の安定性が下がっているとみられる。日本が
海外市場で中間投入需要を開拓する先が新興国な
どに偏ってきたことで、ＧＳＣの下流が脆弱な構
造となった可能性がある。

３．日本のサプライチェーンの「複雑性」

１）「経済複雑性指数」は日本の競争力と脆
弱性の高さを示唆

続いて、日本のサプライチェーンの複雑性を２
つの指標から評価する。はじめに、ある国・地域
の生産活動における平均的な複雑性を測った指標

「経済複雑性指数」を取り上げる（図表 10）。

図表10　Ｇ７および中国・韓国の「経済複雑性指数」

（出所）The Observatory of Economic Complexity から大和総研作成
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The Observatory of Economic Complexity
が公表する「経済複雑性指数」は、製品の複雑性
や普遍性などを国・地域ごとに集計して点数化し
た指標だ。日本は長年にわたって首位を維持して
おり、工程が複雑な製品の生産に長けていること
が示唆される。

また、この指標は製品別でも公表されている。
日本が生産を得意とする化学製品や半導体製造装
置などが上位に位置しており、同品目の世界シェ
アの高さが日本の「経済複雑性指数」を押し上げ
ているとみられる。

こうした複雑な製品は模倣されにくく、グロー
バル市場における競争力が高いと考えられる。し
たがって、「経済複雑性指数」は各国・地域の国
際競争力を示す指標の一つとして捉えることが可
能だ。

しかしながら、生産工程が複雑に枝分かれして
いることは、サプライチェーン上でより多くのリ
スクにさらされやすいことも意味する。このため、
同指標には脆弱性の程度を示す側面もあり、日本
の相対的なリスク耐性が低い可能性が示唆され
る 5。

リスク耐性を高めるためには、こうした複雑な
製品のサプライチェーンについて自国内や「友好
国」との間で賄える工程を増やしたり、半製品や
中間投入が国境を越える回数を抑制したりするこ
とが望ましい。そこで以下では、生産活動におけ
る工程数の観点から日本の相対的なリスク耐性を
評価する。

5）独立行政法人経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ）“Economic Security and Geopolitics: Insights into Japan-
Korea cooperation based on ～ Economic Security Indicators ～ ”（2024 年７月 26 日）などを参照。

6）国際産業連関表はアジア開発銀行（ＡＤＢ）やＯＥＣＤなど複数の機関が作成・公表しているが、本稿の分析に
は World Input-Output Database（ＷＩＯＤ）のものを用いた。各産業連関表上でカバーされている産業数は
ＡＤＢが 35 業種、ＯＥＣＤが 45 業種であるのに対し、ＷＩＯＤは最大 56 業種と多く、ＡＰＬの精確な試算に適
していると考えられるためである。

２）サプライチェーンの国内移管が課題に
サプライチェーン上の工程数は、産業連関表を

用いて試算される「平均波及工程数（Average 
Propagation Length、ＡＰＬ）」によって測定
できる。

ＡＰＬは、各国・地域の各製品における需要
ショックや供給ショックが他国・地域や他産業に
波及するまでの段階数を測ったものだ。ある国・
地域の製品を始点としたサプライチェーンの「長
さ」や「複雑性」を、上流・下流について測った
指標と読み替えることができる。

国際産業連関表を用いて 43 カ国・地域の平均
的なＡＰＬを測ったものが図表 11 だ 6。

縦軸は下流方向（販売面）のサプライチェーン
の長さを、横軸は上流方向（調達面）のそれを示
している。日本から見た上流、下流の工程数はと
もに世界平均を上回っており、ＧＳＣが長く複雑
である（半製品や中間投入が国境を越える回数が
多い）といえる。見方を変えれば、国内で完結し
ている工程が比較的少ないために、海外で発生し
た経済ショックの影響を受けやすいことが示唆さ
れる。

本章の内容を整理すると、日本は複雑なサプラ
イチェーンに立脚して高い競争力を発揮する半
面、ＧＳＣ上でリスクにさらされやすい構造にあ
る。サプライチェーンのリスク耐性の強化を目指
す上では、経済効率性とのバランスを取りながら
国内で賄える工程を増やしたり、安定性が高い「友
好国」へのＧＳＣの展開を進めたりすることが課
題となろう。そこで３章では、対内直接投資の現
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状を概観した上で、日本から見た経済的機能が弱
い「友好国」群の活用について検討する。

３章　効率性とリスク耐性の両立
に向けた日本の戦略

１．国内回帰と対内直接投資の重要性
１、２章で確認したように、日本企業は中間投

入の多くを環太平洋地域やアジア圏から調達し、
先進国や「高中所得」以上のアジア地域に供給を
行うというＧＳＣを形成してきた。他方で多く
の「友好国」が位置する欧州などでは開拓が遅れ、
日本を取り巻くＧＳＣは上流・下流の双方におい
てリスク耐性に課題を抱えている。

これを補強する手段としては、海外で賄ってい
るサプライチェーンの一部を国内に回帰させるほ
か、より多くの「友好国」をＧＳＣに組み込むこ
となどが考えられる。

前者については、海外現地法人の国内回帰のみ

ならず、対内直接投資の加速などが有効だ。この
点、日本は対ＧＤＰ比で見た対内直接投資が世界
で最も少ない国の一つであり、ＧＳＣの内部化に
よってリスク耐性を高める余地は大きい（図表
12）。

もっとも、例えばオランダのように対内直接投
資に対する税制優遇措置を講じたとしても、日本
に中間持株会社などが流入して「流通拠点」とし
ての機能だけが高まる可能性がある。ＧＳＣの内
部化によってリスク耐性を高めるには、実体的な
経済活動を伴う対内直接投資を増やすことで「生
産拠点」としての機能を強化することがより重要
だ。

この点、１章で指摘したように、「生産拠点」
として機能するための重要な要素の一つが事業イ
ンフラの整備だ。物流網のみならず、デジタル・
トランスフォーメーション（ＤＸ）や省力化投資
を強力に推進し、企業から見て魅力が大きい事業
環境を整えることが重要と考えられる。また長期

図表11　各国・地域のＧＳＣにおける平均波及工程数（ＡＰＬ）
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（注）国際産業連関表（2014 年）から 43 カ国・地域における 56 業種のＡＰＬを算出し、産出額で加重平均。バブルサイズは同年の名目
ＧＤＰ。産業 i から j へのＡＰＬは以下の式で計算。
APLij = （ΣkAij^k）÷（Lij-Iij）
（Aij、Lij、Iij はそれぞれ投入係数行列、レオンチェフ逆行列、単位行列の要素。k=1,2,…,n）

（出所）ＷＩＯＤ、University of Groningen より大和総研作成
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的に見れば、英語教育の強化やデジタル人材の育
成といった人材の強化も有効策となろう。

２．欧州市場の収益性・安定性と対欧進
出における課題

リスク耐性の強化のもう一つの手段である「友
好国」の活用については、これまで述べてきた
ように欧州地域での伸びしろが大きい。2019 年
２月に発効した「日ＥＵ経済連携協定（ＥＰＡ）」
の活用や利便性の向上を通じて、欧州企業を積極
的にＧＳＣに取り込むことが期待される。

もっとも、日本からの対外直接投資額を見る
と、「友好国」が多い欧州への投資残高は「友好国」
が少ない「中国除くアジア」並みにとどまる（図
表 13 左）。

また 2021 ～ 2023 年の対外直接純投資額をフ
ローで見ると、製造業ではドイツや英国といった

経済規模が大きい国のほか、オランダなど税制優
遇のある国への投資が大宗を占める。非製造業も
同様であり、オランダやアイルランド、ルクセン
ブルクといったタックス・ヘイブンの側面を持つ
国への直接投資だけで直接投資額全体の５割に上
る。欧州への直接投資はタックス・ヘイブンへの
偏重が顕著で、その他の幅広い「友好国」への進
出は遅れているようだ。

なお、欧州市場の収益性が見劣りするわけでは
ない。日本の海外現地法人の総資産利益率（ＲＯ
Ａ）を業種別・地域別に見ると、いずれの業種
においても、欧州は米国を上回る（図表 13 右）。
対欧進出が遅れている要因は収益性以外の面にあ
るとみられるが、仮にこれを解消することができ
れば、サプライチェーンの効率性を落とすことな
くリスク耐性を引き上げられる可能性がある。

ＪＥＴＲＯの調査によれば、欧州市場で事業活

図表12　各国・地域の対内直接投資残高（名目ＧＤＰ比）

（注）2023年の値。
（出所）ＵＮＣＴＡＤより大和総研作成
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動を行う際の主な課題として、人材確保の難しさ
やコストの高さのほか、グリーン規制への対応
などが挙げられている 7。日本企業の製品を巡るグ
リーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）が欧
州に比べて遅れてきたことで、現地の需要を取り
込みにくかった可能性があり、ＧＸなどへの対応
を加速させることが重要といえよう。

おわりに
日本を取り巻くＧＳＣを俯瞰すると、企業が経

済効率性を追求する過程で、アジアや環太平洋地
域を積極的に活用する傾向が色濃く見られた。他
方、「友好国」をはじめとする安定的な取引相手
の経済的機能を活用する余地は依然として大き
い。とりわけリスク面の脆弱性を補うためには、

「友好国」との一層の連携が望まれる。
今後の課題は、未開拓の「友好国」が多い欧州

を中心に対外進出の多角化を進めることだ。この

7）ＪＥＴＲＯ「2024 年度 海外進出日系企業実態調査（欧州編）」（2024 年 12 月 19 日）などを参照。

点、前章で述べたＪＥＴＲＯの調査などを見ると、
対欧進出の主な障壁として地理的な距離などの解
決困難な要素を挙げる企業は少ない。欧州におけ
るグリーン化需要への対応を急ぐなどし、ＧＳＣ
上の課題解決を着実に進めることで、将来的には
サプライチェーンの効率性とリスク耐性の両面を
改善できる可能性が示唆される。

図表13　日本の対外直接投資残高（左）と日本企業の国内外におけるＲＯＡ（右）

（注）左図は 2023年末、右図は 2022年～ 2023年の平均値。
（出所）日本銀行、財務省より大和総研作成
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